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第１　趣旨

この方針は、「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」（平成２２年法律第３６号。以下「法」という。）第９条第１項の規定に基づき、熊本県が定めた「熊本県公共施設・公共工事木材利用推進基本方針」に即し、法第９条第２項に掲げる必要な事項を定め策定するものであり、市が整備する公共建築物の木造化・内装等の木質化等の促進を通じて、健全な森林の育成や地球温暖化の防止、循環型社会の形成等に資することを目的とする。
· 公共建築物等：公共施設と公共工事の総体
· 公共施設：公共性の高い建築物及びその附帯施設

· 公共工事：地方自治体が実施する河川、砂防、道路、公園、農業農村整備、治山・林道、漁港その他の土木工事

第２　公共建築物等における木材の利用の促進のための施策に関する基本的な事項
　１　木材の利用を促進すべき対象
　　ア　市が整備する公共施設　
　　　　　広く市民の利用に供される学校施設、社会福祉施設（老人ホーム、保育所等）、病院・診療所、社会教育施設（図書館、公民館等）、運動施設（体育館等）、公園施設、農林水産業関係施設、公営住宅、庁舎等

　　イ　公共工事で設置する施設
２　木造計画・設計基準の活用
公共施設の整備に当たっては、木造施設の設計（基本計画、基本設計及び実施設計）に関する技術的な事項及び標準的な手法を定め設計の効率化と性能の確保を図ることを目的として国が定める、木造計画・設計基準の活用を図る。
　３　木材の地産地消の促進
　  　　県内で生産又は製造された県産資材（丸太、製材品、内装材、合板、集成材、ペレット、チップ、その他の加工品）の優先使用に努める。
第３　市が整備する公共建築物等における木材の利用の目標
　　　　１　法令上の規定がある場合や許容範囲を超える負担増となる場合、防災関連施設等の用途面や構造・耐久性等の技術面から木材の利用が困難である場合を除き、低層の公共施設は、可能な限り木造化を図る。
　　　  ２　建築物の構造にかかわらず木質化が可能な床、壁等については、木質化を推進する。
特に、市民の目に触れる機会が多い施設の内装は木質化に配慮する。
　　　　３　木材を原材料とした備品及び消耗品の利用を促進する。
　　    ４　公共工事においては、木材・木製品を用いた工法を検討し、積極的な木材の利用を図る。
　      ５　その他木材の利用に当たり、以下に掲げる事項に配慮する。
　　　　  ア　「規制・制度改革に係る対処方針（平成２２年６月１８日閣議決定）」による規制の見直しに係る公共施設については、積極的に木造化を図る。
　 　　　 イ　グリーン購入法に規定する特定調達品目に該当する木材は、同法の規定により策定された環境物品等の調達の推進に関する基本方針に示された判断基準を満たすことを目標とする。
ウ　歴史的・文化的価値を有する施設の整備に当たっては、その価値に相応しい木材の利用を図る。
　　　第４　公共建築物等における木材の利用の促進に関して必要な事項
公共建築物等の整備において木材を利用するに当たっては、計画・設計等の段階から、建設コストのみならず、維持管理及び解体・廃棄等を含めたライフサイクルコストの縮減についても十分留意するものとする。












